
 

 

○５番（渡辺高博）（登壇） 皆様

おはようございます。 

 自民クラブの渡辺高博でございま

す。 

 少々時間がたってしまいました

が、３月29日に東雲陸上競技場で開

催しました新居浜記録会特別記念レ

ースでは、大勢の市民の皆様の御観

覧により、大会を盛り上げていただ

きましたこと、この場を借りて御礼

申し上げます。参加した東京六大学

のスプリンターからは、走りやすい

競技環境に加えて、観客の皆さんの

声援が追い風となって好記録につな

がったと喜びの声をいただきまし

た。幸先よく自己ベストを更新した

慶應義塾大学の林明良選手は、その

後、順調に調子を上げて、今週行わ

れた日本選手権の200メートルで２

位入賞を果たしました。競技場のポ

テンシャルが、競技者ニーズと相ま

って、潜在能力を引き出すことがで

きたのだと考えております。 

 本市には、現状の環境をブラッシ

ュアップすることで、市外、県外、

海外から人を呼び込むことのできる

資産がまだまだあります。関東の大

学からは、来年３月に合宿を検討し

たいので、詳細を教えてほしいとの

連絡がありましたので、本市で足り

ないところは他の自治体も巻き込み

ながら、人を引きつける環境づくり

に邁進したいと思っています。 

 また、話は戻りますが、レースに

立ち会った子供たちには、生の走り

に触れることで潜在意識に働きか

け、向上意欲をかき立てて飛躍する

きっかけをつかんでもらうことを願

っております。 

 彼らが活躍するこれからの新居浜

にとって、私たちが提案できるこ

と、スマートシュリンクを求められ

ながら、ウエルビーイングをかなえ

るという難題に取り組むための施策

について提案を含めて通告に従い２

点質問させていただきます。 

 まずは、にいはま営業本部の成果

目標と改善策についてお伺いいたし

ます。 

 ２年目を迎えた営業本部は、単な

る庁内の新組織ではなく、本市が外

から資金を呼び込み、地域内の稼ぐ

力を高め、人口減少時代における自

治体経営の新たな柱を築いていくた

めの重要な取組であると認識してお

ります。そうである以上、問われて

いるのは、理念ではなく結果です。

初年度は、一定の準備期間、体制整

備、制度設計、事業者開拓の必要性

があったことは理解いたします。し

かし、一方で、昨年度の実績を踏ま

えた２年目においては、頑張ってい

ますでは済まされず、何を改善し、

何に注力し、どこまで成果を取りに

行くのかを明確な数字とともに示す

段階に入っていると考えます。 

 そこで、昨年度の総括と今年度の

目標から伺います。 

 昨年度、にいはま営業本部は、予

算ベースで12億円を見込んでいた一

方、実績は９億円程度にとどまった

と承知しております。結果として３

億円の未達ですが、このことをどの

ように総括しているのか、まず明確

にお示しください。 

 単に初年度だったから、立ち上げ

期だったからという抽象論ではな

く、何が未達要因だったのかを具体

的に、感覚ではなく、原因を項目別

に整理して説明できなければならな

いと考えます。まず、その分析をお

伺いいたします。 

 次に、今年度の成果目標額につい

てです。 



 

 ２月議会の伊藤優子議員の代表質

問に対する市長の答弁において、営

業本部２年目については、何を改善

し、何に重点を置き、その結果とし

て幾らを目標にするのか明確に伝わ

ってきませんでした。４月に入って

成果目標額を昨年と同額の12億円と

することを文書でいただきました

が、昨年の反省を踏まえて、何を見

直したのか、どこに重点を置いて取

り組んでいくのか、具体的にお示し

ください。 

 次に、ふるさと納税の特徴と今年

度の目標を伺います。 

 営業本部の核になるのは、やはり

ふるさと納税です。昨年度の寄附額

は3.7億円程度であった一方、推進

費、言わば民間企業でいう営業経費

や販促費に相当する部分もほぼ同額

規模であったとの認識です。もちろ

ん行政事業である以上、単純な利益

追求とは異なる面はあります。しか

し、市民の税金を原資として事業を

行う以上、費用対効果の視点は不可

欠です。売上げに相当する寄附額と

経費に相当する推進費がほぼ同水準

であるならば、それは事業として健

全な構造とは言い難く、市民から見

ても納得を得にくいのではないでし

ょうか。 

 昨年度のふるさと納税事業につい

て、市として収支構造をどのように

評価しているのか、また今年度は、

単に寄附額を増やすだけではなく、

どのように経費構造を改善し、費用

対効果を高めていくお考えでしょう

か。例えば、１件当たりの獲得コス

ト、広告宣伝費の配分、返礼品の粗

利、寄附単価、リピート率など、ど

の指標を重視して改善を図るのか、

お答えください。 

 今年度は、プロポーザルを経て既

に他自治体で実績のある民間企業と

業務提携し、新たな仕組みで動き始

めたところだと思います。この新た

な仕組みの特徴は何なのか、従来と

比べて具体的に何が変わるのか、単

なる運営業務の受託先が替わっただ

けなのか、それとも返礼品開発、事

業者の掘り起こし、寄附者データの

分析、広告運用、ポータルサイトの

戦略、リピーター育成まで含めた総

合的な営業力の強化につながるもの

なのか、またその仕組みの導入によ

って、寄附額、事業者参加数、新規

返礼品数、寄附単価、リピート率な

ど、具体的にどの数値をどこまで改

善する計画なのか、明らかにしてく

ださい。 

 同時に、目標額の設定根拠につい

てもお伺いいたします。 

 目標額というのは、単なる期待値

や願望で設定すべきものではありま

せん。営業本部である以上、どの施

策によってどれだけの上積みを見込

み、その積み上げの結果として、最

終目標を幾らに置くのかという説明

が必要です。 

 今年度の目標額は、どのような積

算と根拠に基づいて幾らに設定して

いるのか、分かりやすくお示しくだ

さい。 

 次に、新たな方策として、営業本

部の役割は、ふるさと納税だけでは

ありません。企業版ふるさと納税、

地元企業支援、さらには新たな財源

や地域内経済循環につながる取組も

重要です。 

 企業版ふるさと納税については、

単に寄附をお願いするだけでは成果

は上がりません。どのような政策テ

ーマや事業を掲げ、どの企業層をタ

ーゲットにし、どのような営業活動

を行っていくのかが重要です。 



 

 

 今年度、企業版ふるさと納税につ

いて、件数、金額ともにどの程度を

目標とし、その達成のためにどのよ

うな具体策を講じるのか、本市にゆ

かりのある企業群あるいは市内事業

者と関係の深い企業ネットワークな

どに対して、どのようなアプローチ

を行うのか、お伺いいたします。 

 地元企業支援についての営業本部

の価値は、外からお金を集めること

だけではなく、そのプロセスを通じ

て市内事業者の稼ぐ力を高めること

にもあるはずです。商品の磨き上

げ、販路開拓、ＥＣ対応、ブランド

戦略など、企業支援の観点から新た

にどのような方策を講じるのか、市

内事業者の持続的な成長につながる

支援策になっているのか、お聞かせ

ください。 

 これからの自治体経営において

は、環境価値を財源化するような新

しい視点も重要になってまいりま

す。 

 本市においても、森林資源や省エ

ネルギーの取組、企業との連携など

を通じて、収益源として新たな価値

を見いだす可能性があるのではない

かと考えます。 

 ３月の予算特別委員会で、Ｊ－ク

レジット創出について伺いました

が、新年度を迎え２か月を経た今、

営業本部として新たに取り組む具体

的な方策があるのか、お伺いいたし

ます。 

 最後に、市長の覚悟を伺います。 

 営業本部初年度が、成果目標額未

達となり、２年目でその真価が試さ

れる中、問われているのは本部長で

ある市長の本気度です。営業という

のは、最終的にはトップがどれだけ

前面に立つかで結果が変わります。

特に、企業版ふるさと納税、大口案

件、広域的な連携、都市部企業への

提案、新居浜のブランド発信といっ

た分野は、市長自らがトップセール

スを行ってこそ道が開けるものと考

えます。 

 市長は、営業本部２年目をどのよ

うな年と位置づけているのでしょう

か。また、その中で自らどの分野に

おいて、どの相手に対し、どのよう

なトップセールスを行い、どのよう

な成果を取りに行くお考えでしょう

か。営業本部任せではなく、市長自

身がどのような覚悟でこの事業を牽

引するのか、明確な御答弁をお願い

いたします。 

○議長（藤田誠一） 答弁を求めま

す。古川市長。 

○市長（古川拓哉）（登壇） 渡辺

議員さんの御質問にお答えします。 

 にいはま営業本部の成果目標と改

善策についてでございます。 

 市長としての覚悟についてお答え

いたします。 

 まず、営業本部２年目をどのよう

な年と位置づけているかにつきまし

ては、１年目において明らかになっ

た課題を踏まえ、しっかりと成果に

結びつけていく重要な年であると考

えております。 

 その中で、トップセールスを行う

分野や相手、求める成果につきまし

ては、ものづくり製品や技術、物産

の販路拡大、さらにはインバウンド

を含む誘客促進といった分野におい

て関連企業等への積極的な営業活動

を展開することで、新たな取引の創

出や入り込み客の増加を図り、成約

額や本市における消費額の増加とい

った具体的な成果につなげたいと考

えております。 

 特に、ものづくり製品や技術の販

路拡大につきましては、成果の実現



 

までに一定の期間を要する場合がご

ざいますが、本市の基幹産業分野と

して、中長期的な視点に立ち、継続

的かつ重点的に取り組んでまいりま

す。 

 成果につながると判断した案件に

ついては、引き続き自ら先頭に立

ち、積極的にトップセールスを展開

してまいります。 

 また、営業本部を統括する立場と

して、戦略的な方向性を明確に示す

とともに、営業本部職員一人一人の

活動が確実に成果へと結びつくよ

う、組織としての取組を一層強化し

てまいります。 

○議長（藤田誠一） 松田副市長。 

○副市長（松田雄彦）（登壇） 昨

年度の総括と今年度の目標について

お答えいたします。 

 昨年度、結果として３億円の未達

となったことに対する総括といたし

ましては、営業活動を戦略的に推進

するとともに、成果目標額をより意

識した取組が必要であったと考えて

おります。 

 未達の主な要因につきましては、

ふるさと納税の寄附額が伸びなかっ

たことであり、具体的には、選ばれ

る返礼品の提供や新規寄附者の獲

得、効果的な検索エンジン対策等に

課題があったものと分析しておりま

す。 

 一方で、企業版ふるさと納税やも

のづくりブランド事業における受注

額、物産の売上額などの他分野につ

きましては、おおむね計画どおり実

施できたものと考えております。 

 加えて、商談会や物産展、企業訪

問、インバウンド誘客等につきまし

ては、営業本部の職員が関係団体や

事業者と連携しながら積極的に関わ

り、その成果を今年度の取組へとつ

なげているところでございます。 

 次に、昨年度の反省を踏まえた見

直しと重点を置く取組についてでご

ざいます。 

 見直しにつきましては、ふるさと

納税の実施体制について、全国的に

実績のある事業者に中間支援業務を

委託し、体制の強化を図っておりま

す。 

 また、重点を置く取組といたしま

しては、魅力ある返礼品の提供に向

けた本市産品の掘り起こしや新たな

商品開発、またデータ分析に基づく

広告運用について委託事業者と連携

して進めているところでございま

す。 

○議長（藤田誠一） 加地企画部

長。 

○企画部長（加地和弘）（登壇） 

新たな方策についてお答えいたしま

す。 

 企業版ふるさと納税の今年度の目

標件数及び金額につきましては、

30件、3,800万円を目標といたして

おります。 

 目標額達成のための対策といたし

ましては、まずは制度に関心を持つ

企業に対し、にいはま営業本部の人

的ネットワークを活用し、効果的な

アプローチに取り組むほか、寄附の

動機づけにつながるメリット等の効

果的な発信が必要と考えており、民

間企業との連携により、新たな情報

発信素材の作成や営業展開に取り組

む予定といたしております。 

 本市ゆかりの企業群や市内事業者

と関係の深い企業ネットワークに対

するアプローチといたしましては、

民間企業や金融機関と連携を密に

し、本市が創業地である企業等の情

報収集を行い、効果的なアプローチ

に取り組むほか、全国にいはま倶楽



 

 

部を通じて、全国各地で活躍されて

いる新居浜市出身の皆様や本市にゆ

かりのある方々へ情報発信を行い、

寄附につなげてまいりたいと考えて

おります。 

○議長（藤田誠一） 松原経済部

長。 

○経済部長（松原広）（登壇） ふ

るさと納税の特徴と目標額について

お答えいたします。 

 本市のふるさと納税につきまして

は、返礼品の調達費用や中間事業者

への委託料、ポータルサイト運営事

業者への手数料など、募集に係る経

費を寄附額の５割以下とする総務省

の基準を遵守し、適正に運用してい

るところでございます。 

 昨年度の収支構造に対する評価に

ついてでございますが、経費率は定

められた基準に基づく運用により寄

附額の５割以内となる見込みであ

り、収支構造としては適正であると

評価しております。 

 一方で、ふるさと納税制度は、寄

附額の増加に伴い経費も増加する仕

組みとなっておりますことから、定

められた基準の中で最大限の効果を

上げることが重要だと認識いたして

おります。 

 そこで、今年度におきましては、

経費の費用対効果を高める構造改革

に取り組んでおります。具体的に

は、効果的かつ効率的な広告運用を

重視し、データ分析を踏まえ、各ポ

ータルサイトへの最適な広告掲出の

タイミングと配分を見極めること

で、寄附額の増加と費用対効果の向

上を目指してまいります。 

 次に、新たな仕組みの特徴につい

てでございます。 

 新たな中間支援事業者は、地域に

営業所を開設し、社員が実際に住む

ことで、自治体と事業者と顔の見え

る関係を築くスタイルを徹底してお

り、本市においても、市内に現地営

業所を立ち上げ、３名が常駐し業務

を進めているところでございます。 

 また、全国的に実績のある中間支

援事業者のノウハウを活用し、新規

事業者の開拓と新規返礼品の掘り起

こしや開発、既存返礼品のブラッシ

ュアップを強力に進め、加えてデー

タ分析に基づく効果効率的な広告運

用など、本市のふるさと納税業務を

包括的に見直すことで、総合的な営

業力の底上げにつなげてまいりたい

と考えております。 

 この仕組みの導入に係る成果目標

といたしましては、今年度の新規事

業者登録件数を20件、新規返礼品掲

載件数を150件と設定しておりま

す。 

 次に、今年度のふるさと納税の目

標額についてでございます。 

 当初予算では８億円を計上してお

りますが、令和７年度の寄附額が３

億7,350万6,000円との実績速報値が

出ましたことから、これまでの実績

を踏まえて、まずは６億円を目指す

こととし、その上で、先ほど申し上

げた新たな仕組みの効果により、予

算額に近づけていけるよう取り組ん

でまいります。 

 次に、企業支援の観点における取

組についてでございます。 

 今後の新たな方策といたしまして

は、新居浜ものづくりブランド認定

企業のさらなる拡大や大型展示会へ

の出展支援を積極的に進めるととも

に、本市の地域資源である七福芋の

ブランド力向上に向けた商品開発を

推進するなど、付加価値の高い新た

な商品づくりを推進することによ

り、市内企業のイメージ向上から販



 

路拡大まで一体的に支援する仕組み

の強化を図り、市内事業者の持続的

成長につなげてまいりたいと考えて

おります。 

 次に、環境価値の財源化に向けた

新たな取組方策についてでございま

す。 

 本市では、環境価値の市場化と収

益化を図るため、今年度より新たな

取組としてＪ－クレジット制度の活

用に着手することとしておりますこ

とから、営業本部といたしまして

も、当面は令和９年度に予定される

クレジットの認証及び発行と円滑な

クレジット販売に向け注力してまい 

○議長（藤田誠一） 渡辺高博議

員。 

○５番（渡辺高博）（登壇） 御答

弁ありがとうございます。いただい

た答弁を踏まえ、４点お尋ねいたし

ます。 

 まず１点目、にいはま営業本部の

今年度の成果目標について答弁があ

りましたが、なぜ昨年の目標額と同

じ12億円なのか、具体的な積み上げ

がなければ、目標額は単なる希望に

すぎません。 

 改めて、算定根拠を関与する項目

ごとに丁寧にお示しください。 

 ２点目、ふるさと納税の新たな事

業者との連携について。 

 今年の目標額は、まず６億円を目

指して８億円が目標という御説明で

ございましたが、ならばこの高いハ

ードルに対して事業者が替わっただ

けで本当に成果が上がるのかという

疑問が湧いてまいりました。従来に

比べて何が違うのか、もっと具体的

に示していただけないでしょうか。

例えば、返礼品開発への関わり方、

市内事業者の掘り起こし方、あとデ

ータ分析の精度、それから広告運用

の手法、ポータルサイトごとの戦

略、リピーター獲得の仕組みなどに

ついて、この２か月の成果を踏まえ

て、具体的な例を挙げて御説明いた

だくことはできませんでしょうか。

これまでの体制と何が違い、どう改

善され、その違いが最終的にどの数

字の変化につながるのかを教えてく

ださい。実績のある会社だから期待

しているという丸投げのようなレベ

ルではなく、行政が行う営業活動と

して、事業者と協働して成果の出る

仕組みをどう見込んでいるのか、具

体的にお答えください。 

 ３点目、企業版ふるさと納税につ

いては、目標30件、3,800万円とい

う御回答でございましたが、本市と

してどのような企業に、どのテーマ

で、誰がいつどうアプローチするの

か、そこまで落とし込めているの

か、お伺いいたします。 

 特に、本市と関係の深い住友グル

ープに対して、単なるお願いではな

く、企業の成り立ちから関わり合っ

ている関係をより深められるような

価値提案をどう示すのでしょうか。 

 今年度、企業版ふるさと納税で重

点的に狙う案件や分野は何でしょう

か。 

 また、それに対して、市長はどの

程度前面に立つのでしょうか、具体

的な行動計画があればお示しくださ

い。 

 ４点目、にいはま営業本部２年目

は、まさに真価が問われる年です。

そのときに市長が前面に出なけれ

ば、組織全体の熱量も上がりませ

ん。中長期という御回答をいただい

ておりますけれども、まずは動くこ

とからということで、市長御自身が

今年度、トップセールとしてどの分

野で、どの相手に、何件程度、どう



 

 

いう成果を狙って動くのか、ここを

できるだけ具体的にお答えくださ

い。営業本部が頑張るではなく、市

長自身が営業本部の先頭に立つとい

う姿勢を市民に分かる言葉で示して

ください。 

○議長（藤田誠一） 答弁を求めま

す。加地企画部長。 

○企画部長（加地和弘）（登壇） 

渡辺議員さんの御質問にお答えいた

します。 

 企業版ふるさと納税について、ど

の企業に、どのテーマで、誰がいつ

どうアプローチするのか、またそこ

まで落とし込めているのかという質

問だったと思います。 

 これまでの寄附実績のある企業や

本市が創業地である企業、また本市

に営業所がある企業などを対象に、

こども・子育て複合施設建設プロジ

ェクトなどの企業の皆様に共感いた

だけるような事業を年間を通して民

間企業や金融機関と連携しながらア

プローチを行っていきたいと考えて

おります。 

 また、全国にいはま倶楽部を通し

て、全国各地で活躍されている本市

出身の皆様や本市にゆかりのある

方々へ情報発信を行ってまいりま

す。 

 また、住友グループ様に対しまし

ては、住友グループと関わりの深い

プロジェクトへの企業版ふるさと納

税を通じて、連携を図り、より強固

なパートナーシップを構築するとと

もに、住友の発祥の地としての魅力

を発信してまいりたいと考えており

ます。 

 次に、今年度、企業版ふるさと納

税で重点的に狙う案件や分野という

ことでは、こども・子育て複合施設

建設プロジェクトや市制施行90周年

に関連する事業などを考えておりま

す。 

 最後に、市長がどの程度前面に立

つかについてでございますが、トッ

プミーティングなどあらゆる機会を

捉え、市長によるトップセールスを

積極的に行ってまいりたいと考えて

おります。 

○議長（藤田誠一） 松原経済部

長。 

○経済部長（松原広）（登壇） 渡

辺議員さんの御質問にお答えいたし

ます。 

 まず、１点目、なぜ昨年の目標額

と同じ12億円なのかという点とその

算定根拠を関与する項目ごとにとい

う御質問であったかと思います。 

 昨年度と同じ目標額としておりま

す理由につきましては、初年度１年

目が目標達成できておりませんこと

から、まずはこの目標額を達成する

という考えの下、同額としておると

ころでございます。 

 次に、12億円の算定根拠につきま

しては、ふるさと納税寄附額が、先

ほど述べましたとおり６億円、企業

版ふるさと納税寄附額が3,800万

円、新居浜市ものづくりブランド事

業等における受注額が５億円、それ

から物産展の売上げ、ゴルフインバ

ウンド消費額等で6,200万円といた

しております。 

 続きまして、２点目、中間支援事

業者が替わって従来と比べて何が違

うのかという御質問であったかと思

います。 

 たくさんの例えばというようなお

話をいただいたので、その事例の一

つで申し上げますと、先ほど述べさ

せていただきましたように、データ

分析に基づく広告運用の強化、これ

は従来と違う取組として重点的に進



 

めたいと考えております。 

 具体的には、本市では16社のポー

タルサイトを活用しておりますが、

寄附金の受入れの比率で申し上げま

すと、上位３社で約77％を占めてお

ります。こうしたことから、この３

社に広告予算を重点投資する予定と

しております。 

 加えて、成果を出していくために

は、単に広告を打つだけではなく

て、他の自治体の動向であるとか、

消費者の動向、それから商品のトレ

ンドなど、複数の視点でのリアルタ

イムでの分析とそれに基づく広告の

タイミングや予算配分を見極めてい

く必要があると考えております。 

 大変手間と時間を伴う取組だと認

識しておりますが、こうしたノウハ

ウや関連データの蓄積というもの

が、他の自治体の取組で実績を出さ

れてきた新たな中間支援事業者の優

位性の一つではないかと感じており

ます。 

 また、広告運用の強化に限らず、

そもそもの話となります選ばれる商

品づくりをはじめ、取り組むべき事

項というのはたくさんございます。

渡辺議員さんの御指摘のとおり、一

足飛びに成果が出るものではないと

考えております。こうした取組とそ

の検証を地道に積み重ねて、経験と

データを積み上げることが成果を出

すために必要であると感じておりま

す。 

 続きまして、市長自身の先頭に立

つという姿勢についての御質問だっ

たかと思います。具体的な計画につ

いてのお話だったかと思います。 

 今年度のトップセールスに係る計

画につきましては、現時点では主な

ものといたしまして、ものづくり分

野におきましては、関東方面でのも

のですけども大型展示会である機械

要素技術展という展示会への出席、

それから地元の中核・大手企業と地

元中小企業のマッチングを目的とし

たものづくり技術シーズ展に出席

し、本市の製品や技術等を売り込む

ことで、より多くの受注獲得を目指

していきたいと考えております。 

 また、物産分野では、大阪のショ

ッピングセンターでの物産展に参加

予定としておりまして、昨年度を上

回る売上獲得や首都圏での実店舗と

の商談によって、新たな販路の拡大

というのを目指していきたいと考え

ております。 

 さらに、誘客分野では、ゴルフイ

ンバウンドにおいて、秋口に予定さ

れておるような取組もございますこ

とから、そういったところでのより

多くの誘客を図ってまいりたいと考

えております。 

 いずれにいたしましても、トップ

セールスにおきましては、本部長に

営業本部を統括する立場として、戦

略的な方向性を示していただくとと

もに、成果が出ると見極めたものに

ついては積極的にトップセールスを

展開するよう努めてまいりたいと考

えております。 

○議長（藤田誠一） 渡辺高博議

員。 

○５番（渡辺高博）（登壇） 御答

弁ありがとうございました。にいは

ま営業本部は、本市がこれからの時

代にどう稼ぎ、どう地域内経済循環

をつくるのか、その象徴的な取組だ

と考えております。だからこそ、２

年目の今、初年度の未達を曖昧にせ

ず、しっかりと改善して、重点項

目、目標額、具体策、それぞれを詰

めて、その市長の自覚まで含めて明

確な方針を示すべきだと申し上げ



 

 

て、次の質問に移らせていただきま

す。 

 


